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ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画 

～協働のための５年間の方向性～（案） 

 

平成２７年３月３日 

ＮＧＯ・外務省定期協議会 

NGO と ODA の連携に関する中期計画タスクフォース 
 

１ 背景及び目的 

  開発途上国は，グローバル化の進展に伴う開発課題の多様化・複雑化の中

で，大きな変化を迎えつつある。本年，国連ミレニアム開発目標（MDGs）がそ

の達成期限を迎え，２０３０年までの次の目標としてのポスト２０１５年開発

アジェンダが策定される。そこでは，途上国の貧困削減，教育，保健，ジェン

ダー，環境保全などの従来の開発課題に加え，先進国も含めた持続可能な生産

や消費・エネルギー，人権や公正を基礎とする法の支配やガバナンスの強化な

どのため，多岐にわたる課題に取り組んでいくことになる。一方で，開発協力1

の担い手も，これまでの先進国政府や国際機関に加えて，新興国や民間企業，

ＮＧＯを中心とする市民社会の役割が一層重要となっている。これからの我が

国のＮＧＯ－ＯＤＡ連携も，こうした変化や潮流を視野に入れつつ，我が国の

開発協力の質と効果を協働して高めていく必要がある。 

このような認識の下に，ＮＧＯによる開発協力活動と外務省によるＯＤＡと

が連携を更に強化していくことは，途上国の住民の多様な考え方やニーズのき

め細かな把握，状況に応じた迅速な対応，協力効果の向上，緊急人道支援の効

率的実施，国民にとって顔の見える支援などの観点から，双方にとって重要で

ある。これまで，外務省はＮＧＯを開発協力における重要なパートナーと位置

付けて，定期的な意見交換を重ねるとともに，ＮＧＯを通じた社会開発事業や

迅速な緊急人道支援の実施の他，ＮＧＯの能力・組織強化活動に対する支援を

実施してきた。平成１８年には「ＮＧＯとの戦略的連携に向けた５か年計画」

を策定し，平成２１年度にはＮＧＯ及び外務省双方により「５か年計画推進チ

ーム」を立ち上げる等，連携を強化してきた。ＮＧＯにおいては，海外での支

援活動にとどまらず，ＯＤＡ政策に対する各種の提言や多様な活動を行い，そ

の事業実施力や組織力を高め，外務省による開発協力の主要な担い手として，

その活動の幅を広げてきている。外務省とＮＧＯが今後も連携を一層強化して

いくとともに，双方が，中期的なスパンで連携の基本的な方向性を共有するこ

とで，効果的かつ効率的な開発協力活動を推し進めることができるとの考えの

下，平成２５年７月のＮＧＯ・外務省定期協議会―同年度第一回連携推進委員

会において，前述の第一次５か年計画をも踏まえ，今後５年間を見据えた連携

の第２次中期計画を定めることが提起された。同年１１月，このためのＮＧ

Ｏ・外務省タスクフォースが設置され，１年以上にわたる検討が重ねられてき

た。また，折しも，「開発協力大綱」が平成２７年２月に策定され，同大綱の

                                                           
1 本中期計画における「開発協力」は「開発途上国の開発を主たる目的とする政府及び政府関係機関によ

る国際協力活動」であり，平和構築やガバナンス，基本的人権の推進，人道支援も含まれる。 
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Ⅲ（２）イ（オ）の「市民社会との連携」においても，開発協力に対する市民

の理解と参加を促進し，開発協力を支える社会的基盤をより一層広げ，強化す

るために， ＮＧＯ／市民社会（ＣＳＯ）との連携が推進されるべきことが謳わ

れたところである。 

  

  以上の経緯と背景の下に「ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画～協働

のための５年間の方向性～」が策定されることとなったが，同計画による今後

の外務省とＮＧＯとの連携の基本的な方向性及び目的は，以下のとおりである。 

 

（１）これまでの，①ＮＧＯの開発途上国における開発協力活動に対する資金

面での協力，②ＮＧＯの能力向上に対する支援，③ＮＧＯとの対話に加えて，

④ＮＧＯとＯＤＡとの協働を含め，４本の柱を基本的な軸として互いの特質

や役割を活かしつつ取り組んでいくこととし，外務省とＮＧＯは，開発効果

を向上させることを目的として，ＮＧＯによるＯＤＡへのこれまで以上の積

極的な参画と情報共有を推進する。 

 

（２）外務省とＮＧＯが多様な連携を通じて，開発協力に対する市民の理解と

参加を広く促進し，さらに広く市民の関心に基礎付けられたものにするとと

もに，双方は，市民によるＮＧＯ活動に対する認知度の向上及び支援や参加

の拡大に努める。 

 

（３）途上国における医療・保健，教育等を含む貧困削減の取組に加え，格差

の是正や脆弱層に対する配慮，防災及びジェンダーの主流化，その他の新た

な開発課題等の解決のために，双方は連携して取り組む。 

 

（４）連携の枠組みの中に途上国の市民社会組織を含めることで，日本が実施

する開発協力に相手国市民のニーズや優先度を反映させるよう引き続き努め

る。 

 

２．対象期間 

 本計画の対象期間は，平成２７年度から３１年度までの５年間とする。 

 

 

３．個別項目 

（１）ＯＤＡ政策策定における協働 

● ＯＤＡ政策決定過程における情報公開とＮＧＯの同過程への参加と積極的

貢献が，ＯＤＡの質の向上と国民の理解のために重要であるとの認識の下，

以下について協働する。 

➢ ＯＤＡ大綱見直しに関する有識者懇談会やＮＧＯ・外務省定期協議

会，ＮＧＯとの意見交換会，さまざまな市民組織・民間団体との公

聴会などにおけるＮＧＯの積極的な参画は，国民の理解と支持に基

づいた開発協力を展開していくためにも重要であった。引き続き，

分野別援助政策等，ＯＤＡの上位政策の策定の機会に際しては，Ｎ
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ＧＯ・市民社会（ＣＳＯ）と議論を行い，そうした場における議論

を踏まえていく。 

➢ ＯＤＡ政策をＮＧＯ・ＣＳＯと議論し，情報公開を推進するため，

「ＮＧＯ・外務省定期協議会」等の機会を一層積極的に活用する。 

➢ ＯＤＡ政策に対する現地のコミュニティのニーズの反映及びＯＤＡ

の更なる効率化のために，現地ＮＧＯとの更なる連携の強化が必要

であり，そのためには外務省及びＮＧＯ，ＪＩＣＡとが協力し，現

地ＮＧＯネットワークの状況等について把握する必要があるとの認

識の下に，外務省は，ＮＧＯ及びＪＩＣＡの協力を得つつ調査を行

う。調査の結果を踏まえて，現地ＮＧＯの意見をＯＤＡ政策に一層

反映していくよう努める。 

➢ ＮＧＯ側は，ＮＧＯ・市民社会の意見を集約して，効率的に議論を

進めることに努める。  
 

（２）日本ＮＧＯ連携無償資金協力及び草の根技術協力における協働 

 ＯＤＡによる，我が国ＮＧＯ活動への最大の支援スキームである「日本Ｎ

ＧＯ連携無償資金協力」（以下「Ｎ連」という。）の優良案件の形成及び

発掘のために，ＮＧＯと外務省が更に協力・連携していく必要があること

に留意し，以下の諸点について協働する。 

➢ 外務省は，ＮＧＯとの間でＮ連の運営方針に関する協議のための情

報交換会を引き続き実施することにより，ＮＧＯ・外務省双方は，

Ｎ連の更なる効果的・効率的な運用のために協働する。 

➢ 外務省は，日本のＮＧＯ団体の財政基盤向上及び成長のため，主要

ドナーの現状についての調査（平成２６年度）も踏まえ，Ｎ連事業

における一般管理費の引上げの可能性について引き続き検討する。 

➢ ＮＧＯがＯＤＡの重要政策課題に戦略的パートナーとして参画する

ため，外務省は，欧米の実施例等も研究しながら，Ｎ連の一部を活

用する可能性について検討する。 

➢ 「ＣＳＯ開発効果のためのイスタンブール原則」にあるとおり，国

際協力ＮＧＯは現地ＮＧＯをパートナーとして活動すべきことが謳

われていることにも鑑み，また，Ｎ連事業の実施の効率化，日本の

ＮＧＯの開発協力分野における知見の蓄積・向上にも資する可能性

を有していると思われることから，我が国ＮＧＯが現地の有力なＮ

ＧＯをパートナーとして実施するＮ連「パートナーシップ事業」の

更なる形成のため研究・検討を行う。 

 

 ２００２年以来ＮＧＯとＪＩＣＡが対話を重ね制度設計・実施してきた草

の根技術協力について，今後更なる開発効果の向上及び市民参加の促進を

目的に，ＮＧＯ，外務省及びＪＩＣＡは以下の点について協働する。 

➢ 草の根技術協力による連携意義を高め，事業の質を担保するために，

草の根技術協力の運営方針に関する情報・意見交換等を引き続き実

施し，制度改善に努める。 
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➢ ＯＤＡの裾野拡大と国民的理解・支持にも資する中小ＮＧＯ支援の

ため，ＪＩＣＡ「草の根技術協力」に関し現行草の根協力支援型・

パートナー型の統合及び小規模金額枠の設置を検討する。これに関

連し，ＮＧＯ支援事業の拡充を図っていく。 
 

（３）ＯＤＡ（ＪＩＣＡ）本体業務における連携の強化 

● 我が国ＮＧＯが，現地コミュニティに密着して，医療・保健，教育，貧困

削減，ジェンダー，防災，平和構築等の分野の「日本ＮＧＯ連携無償資金

協力」（Ｎ連）及び「草の根技術協力」案件を実施することを通じて培っ

た経験と知見が，技術協力や一部無償資金協力等の事業に発展し得る潜在

的可能性に着目し，以下の項目について連携を強化する。 

➢ ＮＧＯがＯＤＡ本体業務により参画するための方途等については，

これまで累次ＮＧＯ・ＪＩＣＡ定期協議会等の場で行われてきた議

論を踏まえつつ，今後も検討を進める。 

➢ ＯＤＡ本体事業が，先方政府からの要請を前提としていることを踏

まえ，途上国政府との間で要望調査が行われる段階から，ＮＧＯが

協力可能なＯＤＡ本体事業の形成等の可能性を検討するため，外務

省，ＪＩＣＡ及びＮＧＯが必要に応じて情報交換・協議を行い，Ｎ

ＧＯとの連携による優良案件形成に繋がるよう努める。 

➢ ＯＤＡ本体事業によるインフラ整備などによって住民移転や周辺環

境へのマイナスの影響などが想定される場合には，ＪＩＣＡ環境社

会配慮ガイドラインに則って早期段階からモニタリング段階までの

一連のプロセスにおいて，事業の影響を受ける個人や団体など現地

ステークホルダーとの情報共有や対話を，相手国等との協力の下，

引き続き行っていく。また，現地で活動しているＮＧＯ等との効果

的な連携を図り，補足的に必要な事業を検討する。 

 

（４）企業とＮＧＯの連携 

● 開発途上国の成長と貧困削減などの開発課題の解決のために民間企業が果

たしうる役割の重要性に鑑み，ＮＧＯは企業との連携に向けた取組を更に

進めるべく努め，また，民間企業の開発途上国への投資に際して，現地の

地域住民に対して十分な配慮がなされるよう，ビジネスと人権の普及に努

める。外務省及びＪＩＣＡとしても右連携を以下の点で側面支援する。 

➢ 民間企業のビジネス展開を通じた開発途上国の開発課題の解決に向

けて，現地での知見を有し，自らの活動目的にも合致するＮＧＯと

企業との連携の強化のため，支援していく。 

➢ 企業の活動とＮＧＯの活動の連携強化について検討していくため，

「ＮＧＯ活動環境整備支援事業」等を活用する。 
 

（５）政策提言（アドボカシー）及びネットワーク活動を行うＮＧＯとの連携 

● ＯＤＡやＮＧＯの開発協力事業がより高い開発効果を上げるため，また

様々な地球規模課題に関して政府と連携・協力して政策提言（アドボカシ
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ー）やネットワーク活動を行うＮＧＯの，ＯＤＡ政策及び優れたＯＤＡ案

件の形成・発掘に対する貢献と連携の可能性に留意し，以下についてＮＧ

Ｏと外務省は連携する。 

➢ 「ＮＧＯ活動環境整備支援事業」等を積極的・効果的に活用し，Ｏ

ＤＡやＯＤＡを通じたＮＧＯによる事業の分野のあり方等に関して

建設的政策提言やアドバイスを行い，優れたＯＤＡ案件の形成のた

めに貢献・協働する。 

➢ Ｎ連において，政策提言の要素を含む開発協力案件の形成が，同事

業の質を更に向上させることの可能性に着目し，Ｎ連での政策提言

（アドボカシー）の要素を含む案件のモデルケースが形成されるこ

とを当座の目標として，検討を行っていくため協働する。 

➢ ネットワークＮＧＯの役割と機能を活かして，多様なＮＧＯが効 果

的にＯＤＡとの連携に参画し開発協力に対するＮＧＯと市民社会の

理解と参加を促進するよう努める。 

 

（６）国際機関に関する連携 

● 国際開発協力や地球規模課題に関するＯＤＡのルールメーキングの場であ

る国際機関等の国際場裡における日本のＮＧＯの参画の有用性及びこれら

の国際場裡でのＮＧＯの貢献と連携の可能性に鑑み，以下の点について更

なる連携の可能性を検討する。 

➢ ＮＧＯ・外務省定期協議会の「ＯＤＡ政策協議会」など，政府とＯ

ＤＡの対話の場を引き続き活用すること等により，国際機関や地球

規模課題を主管する外務省担当部局とＮＧＯとの間でのそれぞれの

課題に関する時宜を得た対話を更に推進し，連携を強化する。 

➢ ＮＧＯのＯＤＡとの国際場裡での更なる協働を強化するため，「Ｎ

ＧＯ活動環境整備支援事業」等の柔軟かつ効果的な活用を検討する。 
 

（７）広報及び地方のＮＧＯによる多様な国際協力活動における協働 

● ＯＤＡが，国民の理解と支持によって支えられ，また地方を含めた多様な 

ステークホルダーが参画することによってＯＤＡがその裾野を更に広いも

のとすることの重要性に鑑み，以下の広報を初めとする様々な国際協力活

動において，首都圏及び地方のＮＧＯ／市民社会，外務省及びＪＩＣＡは，

連携・協働していく。 

➢ 「国際協力の日」等の機会を利用しつつ，国際協力に関するＮＧＯ

の諸活動や国際協力に関する国民の認知度向上に向けた広報活動に

継続的に協働する。 

➢ ＯＤＡ広報やＮＧＯの国際協力活動について全国レベルで市民の照

会に応え，もってＮＧＯの活動の促進・強化を図る制度であるＮＧ

Ｏ相談員制度の活動内容を見直し，更なるパフォーマンスの向上を

図る。 

➢ 学校などの公教育の場や地域社会において，将来を担う子どもたち

をはじめとする市民が幅広く世界と日本との関係やＯＤＡにより日
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本が果たすべき役割とそれを担う国際協力のアクターの存在を学ぶ

ことができるように，ＮＧＯ，外務省，ＪＩＣＡは，開発教育の促

進のため引き続き連携・協働を強化する。 
 

（８）人材交流 

● ＮＧＯと外務省・ＪＩＣＡとの間の人材交流・相互理解が，ＮＧＯとＯＤ

Ａの真の連携のために重要であり，双方の人材育成にも資するとの共通の

認識に基づき，以下の分野において人材交流を更に活性化する方途につい

て検討する。 

➢ 外務省が実施する適切な研修におけるＮＧＯのプレゼンテーション

などによる貢献を行う。 

➢ ＮＧＯは，外務省の「ＮＧＯ職員受け入れ研修プログラム」及びＪ

ＩＣＡの各種ＮＧＯ研修プログラムを積極的に活用する。 

➢ 職員の希望も踏まえつつ，外務省・ＪＩＣＡ職員のＮＧＯへの短期

派遣研修を検討する。 

➢ ＮＧＯの海外プロジェクトへのＪＩＣＡボランティアの派遣やＮＧ

Ｏプロジェクトと連携した協力隊事業の実施等，ＮＧＯ事業とＪＩ

ＣＡボランティア事業との連携強化を検討する。 

 

（９）安全対策をめぐる協議・連携 

● 近年の途上国における危険地の増大の傾向及びそれに伴うＯＤＡ事業に携

わる我が国ＮＧＯのより効果的な安全対策の必要性を踏まえ，以下につい

て連携して取り組む。 

➢ 危険地域・国や事象に関して，より詳細な治安・安全状況をお互い

に分析・共有できるように，外務省とＮＧＯとの情報交換の機会を

適時設定しつつ，連携して取り組む。 

➢ ＯＤＡ事業に携わるＮＧＯ職員の安全対策の更なる強化の参考とす

るために実施した平成２６年度「ＮＧＯ研究会―ＮＧＯの安全対策

に関する国際比較」事業の成果をも踏まえ，安全対策について検討

する。 

➢ 外務省は，事業に携わるＮＧＯとの連絡体制の更なる緊密化を図り，

ＮＧＯによるＯＤＡ事業の活動地域における安全対策の更なる強化

と安全な活動のために協働する。 
 

（１０）戦略的協働のための予算 

● 以上の中期計画の実現のために，ＯＤＡ予算，特にＮＧＯとの連携関連の

予算については，ＮＧＯと協働しながら，その拡充に向け，各方面に対す

る説明や働きかけを行っていく。 

● ＮＧＯの団体の財政基盤の強化が，今後のＮＧＯとＯＤＡとの連携・協働

の強化に資するとの観点から，ＯＤＡ以外のファンドレイジング（資金調

達）を一層強化するための方途について，「ＮＧＯ活動環境整備支援事業」

等を活用しつつ，多様な可能性を検討する。   
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４．中期計画の実施・モニタリング，評価のための協働 

 ＮＧＯ，外務省及びＪＩＣＡの３者は，それぞれ毎年度の本中期計画の各

項目の実施状況についてモニタリングを行い，進捗状況を確認し，その後

の取り組みについて協議する。連携推進委員会に対してその結果を報告す

る。  

                                            
（了） 


